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令和６年度鳥取県地域職業訓練実施計画（案） 

 

令和６年４月１日 

 

鳥 取 県 

 

１ 総説 

（１） 計画のねらい 

この計画は、現下の雇用失業情勢等に応じて、職業能力開発促進法（昭和 44 年

法律第 64 号。以下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する

公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実施す

る職業訓練（能開法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委

託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施

等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号。）第４

条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓

練」という。）について、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中にお

ける対象者数や訓練内容等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練

（以下「公的職業訓練」という。）の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の

向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、鳥取労働局、ハローワ

ーク、鳥取県等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施

を図るものとする。 

 

（２） 計画期間 

計画期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までとする。 

（３） 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うもの

とする。 

 

２ 労働市場の動向、課題等 

（１） 労働市場の動向と課題 

コロナ禍の３年間を乗り越え、経済は改善しつつあるが、コロナ後の経済対策に

対応した人手不足の克服、継続的な賃上げ、多様な働き方の実現による持続的な成

長と分配の好循環を実現することが重要である。 

県内の最近の雇用情勢は改善の動きが弱まっており、物価上昇、資材価格の高騰

による価格転嫁が難しい産業においては厳しい経営状況が伺える。 

令和６年１月の有効求人倍率は、1.33 倍となっており、一部の産業において、

求人数の増加はみられるものの、新規求人数全体としては減少が続いており、減少

が長期的なものとなるか注視する必要がある。一方、今後県内では高齢化が進み人

口が減少していく中で、地域経済を維持するためには、雇用環境の整備や生産性の

向上に取り組んでいく必要がある。 

同時に、デジタル・トランスフォーメーション（DX）の加速化など、企業・労働

者を取り巻く環境が変化しており、こうした技術革新の進展等を踏まえた人材育成
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に継続的に取り組んでいくことが重要である。 

しかしながら、県内企業や労働者の多くがリスキリングの必要性・重要性は認識

しつつも、学びの動機付けや学びが継続するための環境整備が十分ではなく、対応

に遅れが見られることに留意する必要がある。 

女性については、結婚、出産、子育て期も継続就業する人が増えてきており、企

業における人材育成等の取組や、多様で柔軟な働き方を希望する者への支援をして

いく必要がある。 

高齢者については、年齢に関わりなくその能力・経験を十分に発揮し活躍できる

社会の実現に向けて、高齢者の継続雇用の環境整備や再就職に向けた職業能力開発

を支援していく必要がある。 

障がい者については、障がい者の福祉施策と雇用施策とが連携を図りつつ、個

々の障がい者の就業ニーズに応じた職業訓練を提供し、職業の安定を図る必要が

ある。 

   

（２） 令和５年度における公的職業訓練をめぐる状況 

① 離職者訓練 

令和５年度（令和６年１月末現在）の離職者向け公共職業訓練の施設内訓練が

485人の定員に対して324人が受講し、受講率は66.8％、委託訓練は551人の定員

に対して390人が受講し、受講率は70.8％となっている。求職者支援訓練では301

人の定員に対して204人が受講し、受講率は67.8％となっている。 

    

※令和４年４月から令和５年１月までの受講者数と受講率 

   【公共職業訓練】 

    鳥取県 施設内訓練   10 人  50.0％ 

        委託訓練    405 人  66.9％ 

    高齢・障害・求職者雇用支援機構（ポリテクセンター）（以下｢機構｣という。） 

        施設内訓練   321 人  69.5％  

（施設内訓練 331 人 68.7％、委託訓練 405 人 66.9％） 

 

   【求職者支援訓練】 

    基礎コース       24 人   60.0％ 

    実践コース          128 人   57.1％    

  

② 在職者訓練 

    公共職業能力開発施設のうち機構が実施する職業訓練の受講者数は、令和５年

12 月末現在で 437 人であった。また、県立産業人材育成センターが実施する職業

訓練の受講者数は、令和５年 12 月末現在で 274 人であった。 

③ 学卒者訓練 

    県立産業人材育成センターが実施する職業訓練の受講者数は、令和５年 12 月末

現在で 69 人であった。 

④ 障がい者等訓練 

    県立産業人材育成センターが実施する職業訓練の受講者数は、令和５年 12 月末

現在で６人であった。（うち施設内４人、委託訓練２人） 
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３ 令和６年度の公的職業訓練の実施方針 

令和４年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医療・福祉分野」）があること 

② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「デザイン分野」）があること 

③ 委託訓練の計画数と実績に差があり、さらに令和４年度は委託訓練受講者が減

少していること 

④ デジタル人材が質・量とも不足していること 

といった課題がみられた。 

 

これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実

施する。 

① 訓練コースの内容や効果を踏まえた訓練希望者向け説明会を引き続き開催し、

応募への不安解消を図る。 

   コミュニケーション能力、基礎的なデジタルリテラシーに係るカリキュラムや

企業実習・職場見学による体験の重要性を訓練実施機関と共有し、訓練内容の充実

に取り組む。 

② 受講希望者のニーズに沿った適切な訓練を勧奨できるよう、ハローワーク窓口

職員の知識の向上や訓練実施機関による事前説明会・見学会の機会確保を図るとと

もに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保を推

進する。 

③ 開講時期の柔軟化、受講申込締切日から受講開始日までの期間の短縮、募集パン

フレットの見直しを図る。 

④ デジタル人材の計画的な育成が必要なことから、職業訓練のデジタル分野への

重点化を進め、一層のコース設定の促進を図る。 

 

４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

（１） 公共職業訓練（離職者訓練） 

① 対象者数 

施設内訓練は 542 人（県 20 人、機構 522 人(うち橋渡しコース 58 人、日本版デ

ュアルシステム 47 人)）とし、委託訓練は 688 人（うち令和６年度に開始する年度

またぎ 133 人、長期高度人材育成コース 33 人(うち介護福祉士養成科 19 人、保育

士養成科 10 人、栄養士養成科４人)、日本版デュアルシステム 15 人、育児等両立

再就職支援コース 27 人）とする。 

② 就職率に係る目標 

施設内訓練は県実施訓練及び機構実施訓練共に 82.5%とし、委託訓練についても

82.5%を目指す。 

③ 施設内訓練 

県実施訓練では、引き続き造園系 20 人（倉吉校 10 人、米子校 10 人）を実施す

る。機構実施訓練では、引き続き居住、機械、電気の分野で企業ニーズを反映した

民間教育訓練機関では実施できない「ものづくり分野」において実施する。 

④ 委託訓練 

・  過去の応募状況を踏まえ定員数やコースの設定を検討するとともに、企業ニ

ーズの高いコミュニケーション能力等の向上に関するカリキュラムを継続して

実施する 
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・  これまで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした

国家資格の取得等を目指す、介護福祉士養成科（２年）、保育士養成科（２年）

及び栄養士養成科（２年）の長期の訓練を引き続き実施する。 

・  農業系、事務系、デジタル系、介護系、その他の分野とし、県の産業振興施策、

求職者及び企業のニーズを踏まえた訓練を実施する。 

・  育児等との両立のために配慮が必要な方、就職氷河期世代のうち不安定な就

労に就いている方等が受講できるように、対象者の特性と訓練ニーズに応じた、

訓練期間や時間を配慮した訓練コース、e ラーニングコース、託児サービス付き

の職業訓練等を実施する。 

・  デジタル人材の計画的な育成が必要なことから、デジタル分野を含めたニー

ズに沿った効果的な訓練コースの設定を実施する。 

・  デジタル分野以外の訓練コースについて、幅広い産業で求められる基礎的な

デジタルリテラシー要素を含む訓練カリキュラムとする。 

⑤ 訓練修了者等に対する就職支援等の充実 

・  受講（希望）者に対しては、ハローワークにおけるキャリアコンサルティング

を通じ、適切な訓練コースの選択を支援する。 

・  訓練実施機関等において、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティン

グの機会を設けるとともに、訓練期間中から訓練修了後までにおいても、訓練実

施機関とハローワーク等とが連携し、訓練効果を生かせる求人情報の提供と各

種セミナーの開催など、就職支援を充実する。 

・  また、訓練修了後は、ハローワークにおいて、訓練修了時に作成したジョブ・

カード（評価シートを含む。）等を活用して、未就職者の就職支援に積極的に取

り組んでいく。 

 

（２） 公共職業訓練（在職者訓練） 

① 対象者数 

県実施訓練が 624 人（倉吉校 359 人、米子校 265 人）、機構実施訓練が 230 人

(鳥取センター150 人、米子センター80 人)とする。 

② 実施分野・内容等 

・  県実施の訓練では、企業のニーズに応じた分野を中心として、労働生産性の向

上等につなげるため、技能労働者の育成等を行う訓練を実施する。 

・  機構実施の訓練では、企業のニーズに応じたものづくり分野を中心に、民間で

は実施できないコースを実施するとともに、産業の基盤を支える人材の育成に

努める。受講者等から適切な負担を求めていることから、満足度向上の観点から

コース、カリキュラム内容、使用する教材等について十分な検討を行う。 

また、生産性向上人材育成支援センターにおいては、在職者訓練のコーディネ

ートや生産性向上のための支援を行うとともに、ＤＸに対応した訓練機会を提

供し、中小企業等のＤＸ人材育成を推進する。併せて 70 歳までの就業機会の確

保に向けた中高年齢者に対する訓練を実施する。 

・  県内企業に対するリスキリング機会の確保に資するために、在職者訓練の周

知を図る。 

 
 

（３） 公共職業訓練（学卒者訓練） 

①  対象者数 150 人（うち令和６年度に開始する年度またぎ 45 人）とする。 
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② 実施分野・内容等 

・  県内のものづくりに携わる人材の育成のための「ものづくり情報技術科(定員

20 人、期間２年)」を引き続き実施する。 

・  土木・建築関連の人材育成のため、土木システム科、木造建築科、設計・イン

テリア科を引き続き実施する。 

・  倉吉校・米子校にスクールカウンセラーを引き続き配置して、訓練受講者に対

する心のケアを充実させる。 

（４） 公共職業訓練（障がい者等訓練） 

①  対象者数 77 人（うち施設内 15 人、委託訓練 62 人(令和６年度に開始する年度

またぎ３人)）とする。 

② 実施分野・内容等 

・  施設内訓練において、訓練生の入校促進を図るため、昨年度に引き続き訓練開

始時期を４月、７月、９月の年３回とする。 

・  関係機関と密に連携をとりながら、障がい者の雇用促進に結びつくような訓

練科及びカリキュラムを設定し、訓練を実施する。 

・  県及び関係機関の担当者を交えたケース会議を実施することにより、訓練生

の就職希望先や就職活動状況等の状況把握の徹底を図り、連携して就職支援を

行う。 

（５） 求職者支援訓練 

① 対象者数 

 非正規雇用労働者、自営廃業者等の主に雇用保険の基本手当を受けることがで

きない者に対する雇用のセーフティネットとしての機能を果たせるよう、訓練認定

規模 336 人を上限とする。 

② 目標就職率 

雇用保険適用就職を対象とし、基礎コース 58％、実践コース 63％を目指す。 

③ 実施分野・内容等 

・  デジタル人材の育成を図るため、デジタル分野の訓練コースの設定を促進す

る。 

・  基礎コースは、訓練期間中に延べ１か月間の職業能力開発講習(ビジネスマナ

ー)を実施し、パソコンスキルのほかに、短期間の職業スキル（基礎・介護・医

療事務・その他の分野）を習得するコースとする。 

・  実践コースは、基礎的な職業スキルに加えて、職務遂行のための実践的な技能

等を習得するコースとし、介護、医療事務、デジタル、その他の分野を習得する

コースとする。 

・  育児等との両立のために配慮が必要な方、就職氷河期世代のうち不安定な就

労に就いている方等が受講できるように、対象者の特性と訓練ニーズに応じた、

訓練期間や時間を配慮した訓練コース、e ラーニングコース、託児サービス付き

の職業訓練等を実施する。 
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④ 訓練認定規模等 

 鳥取県全域 割合 

 基礎コース 56人   16.7% 

 実践コース 280人   83.3% 

 

 

 

  介護系 

  医療事務系 

 デジタル系 

  その他 

42人   

42人   

84人   

112人   

15.0% 

15.0% 

30.0% 

40.0% 

 

・  デジタル系は、IT 分野、デザイン分野の Web デザインの訓練コースとする。 

・  各地域（県内を東部・中部・西部地域に区分）における訓練の実施を確保す

るため、基礎コース、実践コースの何れかにおいて四半期ごとに 14 人の地域

優先枠を設定する。なお、設定に際しては、基礎コースを優先する。（e ラー

ニングコースを除く） 

・  新規参入枠は、鳥取県全域において基礎コース 30%、実践コース 30%を限度

とし、基礎コースは年間 16 人、実践コースは年間 70 人を設定の上限目安数と

する。また、申請単位期間内で実績枠に対する認定申請が上限を下回る場合

は、残余を新規参入枠へ振り替えることも可能とする。 

・  地域ニーズ枠は、鳥取県全域において 20％を限度に設定するが、認定上限値

が 14 人を下回る場合は、これを 14 人に切り上げることができる。なお、認定

単位期間で、実績枠に余剰定員が発生した場合は、枠の活用のため同一の認定

単位期間内で、新規枠へ振り替えることを可能とする。 

・  同一の認定単位期間内において、実践コースのうち、特定の分野に余剰定員

が発生した場合は、他の分野へ振り替えることも可能とする。 

・  訓練実施機関の参加機会を確保するため、同一の認定単位期間において、各

コース（実践の場合は分野）、地域で申請できるコースの上限を 1 コースと

し、申請定員は基礎コース、実践コースともに 14 名を上限とする。ただし、

当該認定単位期間の認定申請受理期間が終了した後に、再度認定申請受理期間

を設定（再募集）する場合は、申請できるコース数に上限は設けない。 

・  中止したコース及び未認定分の訓練定員枠については、第３・四半期以降は

基礎コース・実践コース及び実践コースの分野を問わず充当することを可能と

する。 

・  認定単位期間は、四半期ごととする。認定単位期間ごとの具体的な定員及び

認定申請受付期間については、鳥取労働局のホームページ及び機構支部のホー

ムページで周知する。 

⑤ 訓練修了者等に対する就職支援等の充実 

・  訓練期間中から終了後においても、実施機関とハローワークが連携し、受講

者の就職までの一貫した支援のため、公共職業安定所に誘導するなどの就職支

援の徹底を図る。 

・  受講者には、長期失業者や正社員経験が少ない者も少なくないことから、職

業訓練により知識や技能を高めることはもとより、訓練修了者の就職に向けて

個々人の状況に応じたきめ細かい支援を行う。 
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・  受講を希望する者に対しては、ハローワークにおけるキャリアコンサルティ

ングを通じ、適切な訓練コースの選択を支援する。 

・  受講者の訓練修了後は、ハローワークにおいて、訓練実施機関が訓練期間中

に作成支援したジョブ・カード（評価シートを含む。）等を活用し、未就職者の

就職支援に積極的に取り組んでいく。 

 

 

５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

 

（１） 地域リスキリング推進事業 

鳥取県及び県内市町村が本県に必要な人材確保のため、成長分野に関するリスキリ

ングの推進に資する下記の取組を実施する。 

① 経営者等の意識改革・理解促進 

② リスキリングの推進サポート等 

③ 在職者の理解促進・リスキリング支援 

 

なお、令和６年度に実施する地域リスキリング推進事業については、実施地方公共

団体名・事業名・事業概要等を記載した一覧を令和６年度に開催される地域職業能力

開発促進協議会に報告する。 





































鳥取県地域職業能力開発促進協議会 資料① 

   ハローワーク鳥取（R6.3.11提供） 

 

公的職業訓練の状況について 

                             

１ 訓練コース定員充足に向けた取組み 

（１）公的職業訓練（ハロートレーニング）周知のためのセミナー開催等 

 ・ポリテクセミナー 

→令和４年度は計５回、令和５年度（（注）下記）は計１０回実施。 

 ・ポリテクセンター鳥取職員による相談コーナーの設置→週２回（火・木曜の午前） 

 ・複数コース及び個別コースのセミナー（上記ポリテクセミナーを除く） 

→令和４年度は計３０回、令和５年度は計１３回実施。 

 ・介護系コースのセミナー 

→介護体験付きは、令和２年３月以降は中止している（コロナの影響）。 

（２）職員研修（訓練施設の見学会） 

   →令和４年度は４回、令和５年度は５回実施。 

（３）定員充足状況 

  ＜令和４年度＞ 

  ・公共職業訓練全体 ５０．９％ 

（ポリテクセンター鳥取 53.8％、委託訓練 76.2％） 

・介護労働講習   ４５．０％ 

・求職者支援訓練  ５０．９％（ｅラーニング訓練を除く） 

＜令和５年度＞ 

  ・公共職業訓練全体 ４９．４％ 

（ポリテクセンター鳥取 35.7％、委託訓練 69.6％） 

・介護労働講習   ６３．９％ 

・求職者支援訓練  ５１．２％（ｅラーニング訓練を除く） 

 

２ 訓練修了者への就職支援 

（１）訓練施設と連携して訓練受講中から就職支援  

 ・訓練施設への求人情報提供 

 ・公共職業訓練については、受講中に訓練施設にて就職支援説明会（講話）を実施

（令和５年度１２月から開始）。その後、訓練修了 1か月前を目途に就職先が決ま

っていない訓練生を全員当所へ誘導し職業相談を実施。 

 ・求職者支援訓練等については、指定来所日における職業相談を実施。 

 ・訓練修了予定者への求人情報提供、担当者制の実施。 

（２）訓練修了３か月後の就職者数 

  令和４年度   目標値２５０人に対し、実績３２８人 

  令和５年度   目標値２６５人に対し、実績２７０人   

 

（注）令和５年度 ２月末日現在の実績  



鳥取県地域職業能力開発促進協議会 資料② 

   ハローワーク鳥取（R6.3.11提供） 

 

Webプログラミング科（東部）求人確保の取組について 

 

１．訓練コースについて 

昨年度より新設された訓練コース、6ヶ月間でWebプログラミングやデザインの基礎能力を身に

つけること、Web制作企業や一般企業のWeb担当者として、専門業務に従事可能な知識及び技能

を習得することが訓練目標とされている。 

 

２．現状について 

 〇 Webサイトの制作やプログラミング言語の知識、技能の習得に多くの時間を割くた 

め、訓練受講生は、IT関係の企業やWebサイトの制作にかかる職種への就職を目指 

している方が約9割を占める。 

※ 12月中旬 受講生に対して就職意向アンケートを実施 １２名 

２月下旬 個別面談の実施 

〇 現状管内（鳥取東部）では該当職種の求人が乏しい、かつ経験者を求めている場合 

が多い状況。そのため昨年度の本コース卒業生で該当職種への就職に結びついた方は 

受講生の約3割（一般事務職を除く）という結果になった。 

 

３．求人開拓の取組について 

 〇 上記の現状を踏まえ、IT関係の企業やWebサイトの制作、Webデザインなどを主 

要業務とされている管内の事業所３８社に対して、求人の提出、受講生の採用の意向 

等について電話にて事前確認。 

〇 事前確認により前向きな意向等を示した事業所２０社程度に対して、別添のリーフ 

 を送付した。 

 

４．取組の成果について（継続中 ３月７日現在） 

 〇 ハローワークへの問い合わせ、来所相談に繋がった事業所 ２社 

〇 訓練生の事業所見学に結びついた事業所が 1社。 

  （２月２８日見学会実施 参加者：訓練校１名、実施機関２名、受講生６名） 

〇 求人の提出に繋がった事業所が 2社。 

 

５．事業所の意見について 

〇 管内の IT人材（プログラミングについての技術や知識を有し、経験もある方）が 

不足している背景もあり、訓練にて基礎的な知識を有している方を採用し育成してい 

くことも考えたい。 

〇 この訓練内容では採用は難しい、より専門的な知識技能（プログラミング、Webデ 

ザイン）を身に着けないと採用は難しい。 

 



スキルを身に付けた訓練受講生
を採用してみませんか？

●修了予定の職業訓練

ハローワークでは、職業訓練の受講あっせん及び受講生に対する
職業紹介を行っております。技能や知識を職業訓練によって身に付
けた受講生を採用してみませんか。

【お問い合わせ先】
ハローワーク鳥取 0857-23-2021（職業紹介第２部門 42＃）

担当 駒田、島崎

Webプログラミング科（東部）

受講者数 1５名
訓練期間 2023/9/26～2024/3/25

○想定職種○
Webプログラマー、Webデザイナー、一般事務（広報事務）

○訓練概要○
フォトショップやイラストレータの基本操作、HTML/CSS +Javascript・PHP
の基礎を学びます。Webプログラミングやデザイン等の基本的なスキルを身に
付け就職を目指します。※訓練内容の詳細については裏面ご参照ください。

○取得可能資格○
PHP7技術者認定試験（ITSSレベル１）初級
Photoshopクリエイター能力認定試験（スタンダード）
Illustratorクリエイター能力認定試験（スタンダード）
Webクリエイター能力認定試験（エキスパート）
Microsoft Office Specialist Excel
Microsoft Office Specialist Word
Microsoft Office Specialist PowerPoint

受講生を対象にした求人の提出を希望される場合やその他訓練
内容等のお問い合わせがございましたら、下記職業紹介第２部
門までお願いいたします。




